
セ コ ム 株 式 会 社 （コード番号：９７３５　東証・大証各第１部）

代　　表　　者 役職名 氏 名 原 口 兼 正

問合せ先責任者 役職名 氏 名 桑 原 勝 久　　　ＴＥＬ （０３）５７７５－８１００

１． 四半期財務情報の作成等に係る事項
　① 会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：　無

　② 最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：　有
（内容） 事業の種類別セグメント情報において、「事業区分」の変更を行っております。詳細につきましては
　 ７ページの「事業の種類別セグメント情報」をご参照ください。

　③ 連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：　有 （新規）４社　（除外）３社
（新規）１社　（除外）１社

(1) 経営成績（連結）の進捗状況 (百万円未満切捨)

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

 ［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］

11,063

8.9 9,608

15.1

17,407

83,478

18年3月期第１四半期 49.17 －

（参考）17 年 3 月期

           　円　 銭            　円　 銭

１株当たり四半期

18年3月期第１四半期 9.7 19,715

営　業　利　益売　　上　　高 経　常　利　益

13.3

平成 17 年 8 月 11 日平成 18 年 3 月期  第１四半期財務・業績の概況（連結）

上 場 会 社 名

( ＵＲＬ　http://www.secom.co.jp )

17年3月期第１四半期

潜在株式調整後１株当たり

48,517547,230

2.1 14.8120,597

17年3月期第１四半期

（参考）17 年 3 月期 214.41

42.70

２．平成 18 年 3 月期第１四半期財務・業績の概況（平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 6 月 30 日）

四半期（当期）純利益

214.41

1.0

83,043

（当期）純利益

42.69

四半期（当期）純利益

       百万円　    ％       百万円　    ％

連 結
持分法

17,375

代表取締役社長

常 務 取 締 役

       百万円　    ％        百万円　    ％

124,214 3.0 19,052

(注)売上高、営業利益、経常利益、四半期（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年同期増減率であります。  

     当第１四半期におけるわが国経済は、原油価格の動向など留意する点はあるものの、企業収益の改善を背景に、
雇用環境の改善、個人消費の持ち直しなど、回復基調で推移しました。一方、近年の治安の悪化などを背景に、安
全・安心に対する社会的ニーズはますます高まるとともに、多様化しています。 
     こうした状況の中、当社グループは、セキュリティサービスを中心に、社会のニーズに応えた新サービスや新商

品の開発・提供及びグループシナジー効果の発揮できるサービス提供に努めてまいりました。 
     この結果、当第１四半期における売上高は前年同期より3,616百万円(3.0%)増加して124,214百万円、経常利益は
2,308百万円(13.3%)増加して19,715百万円、四半期純利益は1,454百万円(15.1%)増加して11,063百万円となりまし
た。セキュリティサービス事業は売上高94,458百万円(前年同期比4.8%増加)、営業利益25,293百万円(前年同期比

9.8%増加)となりました。メディカルサービス事業は売上高7,545百万円(前年同期比18.6%増加)、営業利益377百万
円(前年同期比102.0%増加)となりました。保険事業は売上高6,864百万円(前年同期比1.9%減少)、営業損益は451百
万円の営業損失(前年同期は144百万円の営業利益)となっております。なお、保険事業はその性格上、経常利益が
重要な指標となりますが、保険事業の主たる会社であるセコム損害保険株式会社の経常利益は236百万円、四半期

純利益は47百万円の利益計上となっております。 
     また、従来、「情報・通信・その他の事業」としていたものを当期より「地理情報サービス事業」と「情報通
信・その他の事業」に区分しております。地理情報サービス事業は売上高4,321百万円、営業損益は2,355百万円の
営業損失、情報通信・その他の事業は売上高11,024百万円、営業損益は240百万円の営業損失となり、両セグメン

トを合算した前年同期比較では売上高が10.2%減少、営業損益が13.2%損失増となります。  
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(百万円未満切捨)

【連結キャッシュ･フローの状況】 (百万円未満切捨)

 ［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］

　　当第１四半期の連結業績は、概ね当初の計画通りに推移しており、中間期及び通期の連結業績につきましては、
　平成 17 年 5 月 12 日の平成 17 年 3 月期決算発表時の業績予想を変更しておりません。

 （参考）１株あたり予想当期純利益（通期）　 円 46 銭

 ※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提･見通し･計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、さま
　 ざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。

261,600

572,000

40,600

95,000

百万円　　 百万円　　

22,400

51,900

売　　上　　高

402,4651,042,27117年3月期第１四半期

441,927

18年3月期第１四半期

３．平成 18 年 3 月期の連結業績予想 （平成 17 年 4 月 1 日 ～ 平成 18 年 3 月 31 日）

14,052 △   5,484
百万円　

△  30,132

1,962.74

百万円　

財 務 活 動 に よ る
キャッシュ･フロー

171,445

通    期

139,194

192,950△  43,162

17年3月期第１四半期

経　常　利　益 当 期 純 利 益

百万円　　

△  41,221

期 末 残 高
百万円　

1,788.3538.6

株主資本比率

1,965.75

百万円　

総　資　産

百万円　

営 業 活 動 に よ る

1,062,209

キャッシュ･フロー

△  36,144 △  33,987

１株当たり株主資本

円 　銭　％　　

現金及び現金同等物

(2) 財政状態（連結）の変動状況

41.6

40.3

中 間 期

1,097,548

（参考）17 年 3 月期 90,108

（参考）17 年 3 月期

18年3月期第１四半期

22,131

キャッシュ･フロー

442,326
百万円　

株　主　資　本

229

投 資 活 動 に よ る

   ①連結貸借対照表 
    当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ35,339百万円(3.2%)減少して1,062,209百万円となりました。
流動資産は、有価証券が11,552百万円(15.8%)増加の84,804百万円、たな卸資産が9,296百万円(22.7%)増加の50,275
百万円となりましたが、現金及び預金が7,913百万円(3.2%)減少の238,780百万円、受取手形及び売掛金が22,942百
万円(45.7%)減少の27,240百万円となったほか、コールローン10,000百万円を回収したことにより、合計は前連結会
計年度末比14,094百万円(2.8%)減少の494,180百万円となりました。固定資産は、投資有価証券が17,887百万円
(7.4%)減少の225,143百万円、長期貸付金が5,856百万円(13.6%)減少の37,127百万円となったため、合計は前連結会
計年度末比21,229百万円(3.6%)減少の567,953百万円となりました。 
    負債は、前連結会計年度末に比べ34,813百万円(5.6%)減少して588,643百万円となりました。流動負債は、社債の
一年内償還予定額30,300百万円を固定負債から振り替えておりますが、短期借入金が19,039百万円(17.6%)減少の
89,132百万円、法人税等の納付により未払法人税等が9,888百万円(61.0%)減少の6,309百万円となったことなどによ
り、合計は前連結会計年度末比5,974百万円(2.4%)減少の240,248百万円となりました。固定負債は、社債の一年内
償還予定額を流動負債に振り替えたため、合計は前連結会計年度末比28,839百万円(7.6%)減少の348,394百万円とな
りました。 
 
  ②連結キャッシュ・フロー 
     営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が20,162百万円、減価償却費が8,234百万円と
なったほか、受取手形及び売掛債権が22,271百万円の減少となったことにより、法人税等の支払が14,586百万円と
なりましたが、営業活動から得られた資金は14,052百万円(前年同期比8,078百万円減少)となりました。 
     投資活動によるキャッシュ・フローは、警報機器及び設備などの有形固定資産取得による支出が11,231百万円、
投資有価証券取得による支出が17,095百万円となったことにより、投資有価証券の売却による収入が24,616百万円
となりましたが、投資活動の結果使用した資金は5,484百万円(前年同期比30,659百万円減少)となりました。 
     財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金が16,655百万円の減少、配当金の支払が11,251百万円となっ
たため、財務活動の結果使用した資金は30,132百万円(前年同期比3,854百万円減少)となりました。 
    これらの結果、当第１四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ21,505百万円減少して
171,445百万円となりました。 
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 (単位：百万円)

期 別

 科 目

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

53.5

21.3

2.7

46.3

53.7

20.4

2.5

△  6,128

△  1,740

△ 15,898

29.5

0.0

100.0

97517,308

4,169

△     81

19,937

△  4,633

△ 19,381

△  4,440

△ 10,373

△  6,317

△ 34,659

2,109

3,067

△ 62,636

△ 21,659

808

△    516

△  7,159

－

3,305

63

31,235

82,655

50,877

金　　額

増　　減

（△印減）

△ 14,694

156

1,042,271

0.0

100.0

229,777

56,509

21,941

54,728

34,584

348,260

3.3

33.4

80,765

66,295

80,914

19,770

△  4,103

630,590

247,745

60.5

23.8

49,467

7,288

59,068

％

411,525

187,902

39.5

－

23,935

17,088

51,909

要約四半期連結貸借対照表(資産の部)

1,097,548

18,509

43,786

△ 10,292

90

27,582

338,018

243,031

42,983

72,816

64,104

65,151

21,509

74

1,062,209

50,183

16,204

73,252

40,979

8,207

17,676

△  1,297

223,582

37,127

17,500

44,354

△ 10,525

21,879

28,266

313,601

225,143

226,085

74,636

64,554

65,015

100.0

508,274

246,693

10,000

589,183

46,375

53,569

30.8

0.0

6,771

18,283

△  1,036

567,953

％

494,180

238,780

50,275

％

－

27,240

17,151

84,804

 繰 　延 　資 　産

資 産 合 計

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

警報機器及び設備

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

 固 　定 　資 　産

建 物 及 び 構 築 物

有 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

短 期 貸 付 金

コ ー ル ロ ー ン

受取手形及び売掛金

未 収 契 約 料

有 価 証 券

( 資 産 の 部 )

 流　 動 　資　 産

現 金 及 び 預 金

当第１四半期末

構成比

46.5

前連結会計年度末

構成比金　　額 金　　額

平成17年６月30日 平成17年３月31日

前第１四半期末

平成16年６月30日

金　　額 構成比
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（単位：百万円)

期 別

科 目

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

690一年以内償還予定社債 30,990 200 30,790

39,860

19,937

△    158

100.0

0.7

△ 1.5

△ 4.1

40.3

△ 4.2

41.6

100.0

20.9

37.7

58.6

2.8

6.4

7.9

29.5

7.8

32.5

0.7

△ 1.4

3,129 68

339

1,050

507

38,113

6,667

△ 16,219 △ 1.5

82,546

△ 　   7

119

206

△    237

6,317

2,984

1,918

30,989

307,527

0.6

100.0

△ 44,426

402,465

△ 4.3

38.6

1,042,271

前第１四半期末

平成16年６月30日

金　　額 構成比

441,927

△ 44,558

8,167

82,553

346,510

6.1

7.5

31.6

22.4

34.4

56.8

2.9

利 益 剰 余 金

83,054

345,640

7,007

預 り 保 証 金

そ の 他

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

( 資 本 の 部 )

資 本 金

資 本 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

保 険 契 約 準 備 金

負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

△ 44,585

及 び 資 本 合 計
負 債 、 少 数 株 主 持 分

442,326資 本 合 計

1,097,5481,062,209

△ 15,169為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 17,123

66,377 66,37766,370 76.2

623,457

31,239 32,163

588,643 610,541

29,263

△ 21,897

1,975

55.4

3.0

2,138 2,148

278,278278,592 277,290

1,868

1,301

270

12,323

28,73729,019

12,617

29,086

12,608

△     67

△    284

長 期 借 入 金 14,330 14,51338,904 △ 24,573

社 債 11,990 40,94032,800 △ 20,810

392,558 △ 44,163

6,309

前 受 契 約 料 30,752

2,124未 払 費 用

108,172

未 払 金 17,354 18,959

短 期 借 入 金 89,132 101,009

16,991

△ 11,877

362

支払手形及び買掛金 11,089 15,693

流　 動 　負　 債 240,248 217,983

12,741

22,265

△  1,652

22.6

％

平成17年６月30日 平成17年３月31日

金　　額 構成比 金　　額 構成比

％

金　　額

そ の 他

固 　定 　負　 債

当第１四半期末

要約四半期連結貸借対照表(負債、少数株主持分及び資本の部)

前連結会計年度末

8,758

16,197

未 払 消 費 税 等 3,103 2,698

44,245

377,234

46,194

348,394

41,701 4,492

32.8

増　　減

（△印減）

28,532

賞 与 引 当 金 3,198

未 払 法 人 税 等

2,275

( 負 債 の 部 ) ％

246,222
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（単位：百万円)

期 別

 科 目

20,162 16.2 17,788 2,37314.7

特 別 利 益

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税

売 上 高

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

経 常 利 益

％

100.0

62.4

547,230

341,446

3.0

2.8

自 平成17年４月１日

至 平成17年６月30日

自 平成16年４月１日

至 平成16年６月30日

自 平成16年４月１日

至 平成17年３月31日

増減率

17,375

2,196

2,163

17,407

120,597

72,639

47,958

30,583

5,599

3,193

306

11,063

30,467

1,139

692 692

3,864

19,715

6.8

23.8

357

613

％

13.3

199.0

2,308

758

1.8

100.0

60.2

14.4

1.8

1,562

△   115

金　　額

3,616

2,054

1,700

前第１四半期

金　　額 百分比

39.8

（△印減）

60.1

100.0124,214

74,694

49,520 39.9

営 業 外 費 用

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

0.6

4.5

0.2

税金等調整前四半期
(当期)純利益

要約四半期連結損益計算書

前連結会計年度

％

金　　額 百分比 金　　額 百分比

％

当第１四半期

11,381

10,105

増　　減

205,7643.3

△  0.4

2.1

11,942

11,507

83,478

19,052

25.424.5

15.4 14.4 9.71,677

3.64,527 2,331

13.3

122,720

－

83,043

84,754 15.5

2.1

1.9

15.2

15.9

2.2106.2

78.6

0.9

15.3

3.1

37.6

22.4

2.6 2,580

0.3

－－

2.1

4.3

381

5,241

0.8

△ 14.6△    52

4,145

3,367358 0.6

5.228,723

15.11,454 48,517

0.3

8.98.09,6088.9四半期(当期)純利益
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 (単位：百万円)

期 別

 科 目 自 平成17年４月１日 自 平成16年４月１日 自 平成16年４月１日

至 平成17年６月30日 至 平成16年６月30日 至 平成17年３月31日

△ △ △

△

△ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△ △ △

△

△ △ △

△

△ △

139,194

29
33,987

3
48,004

10,127
875

187,199

21,117
701
2,539

739
8,159
2,589
36,144

37
29,912
3,961
463

587
16,329
22,131

637
36,299
2,749

23,187
4,057
6,471

2,197
541

17,788
8,145

前第１四半期

2,259

当第１四半期 前連結会計年度

434
1,765

84,754
8,234

192,950

875
8,277
43,162

25

187,199

10,169

5,750

51,263
6,002

31,456

41,221

1,189

10,127

12,923

48,612
38,029
97,445
66,534
5,441

11,231

30,913

26,622

90,108

3,381
11,216

465

706

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

2,499
113,060
10,229
2,267

1,614
4,732
1,802

36,345

2,055

6,658
5,823
27,098
2,005

Ⅳ

Ⅴ

Ⅶ

Ⅵ

171,445

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 減 少 ( 純 額 ) 16,655

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

21,505

4,602
6,258
3,522

59

3,142
11,251
932

5,484

1,302

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期 ( 当期 ) 純利益

減 価 償 却 費

9,114

Ⅱ

利 息 の 支 払 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

22,271
9,757

受取手形及び売掛債権の増減(△は増加)

た な 卸 資 産 の 増 減 ( △ は 増 加 )

仕 入 債 務 の 減 少

支 払 利 息

20,162

そ の 他

小 計

貸 付 に よ る 支 出

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

有 価 証 券 の 増 加 ( 純 額 )

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 192,950

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

現金及び現金同等物に係る換算差額

1,255

546

30,132

14,586
14,052

そ の 他

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 17,095
24,616

そ の 他

長 期 借 入 に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書

法 人 税 等 の 支 払 額

短 期 貸 付 金 の 増 加 ( 純 額 )

－ 6 －



事業の種類別セグメント情報
(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(単位：百万円)

(1)外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部
売上高又は振替高

(    1,181) 464,187

25,634

94,784 695 △  2,538 3,996

24,939 35,670 115,108 465,368

33,131 119,104 562,306 547,230

547,230 － 547,230

15,075 (   15,075) －

29,997 114,216

4,888

(   15,075)

連　　結
又は全社

17,375

メディカル
保険事業

情報・通信・

△  2,293

22,624

又は全社

(    3,691)

計
消　　去

21,066

△   451 △ 2,355

71,210

538102,68420,0257,7096,22768,722

△   240

144

　　営　 業 　費 　用

91,750計

1,607 52 857

94,458

保険事業

計
消　　去

サービス事業

メディカル

11,0247,545

54

7,985 6,696

情報・通信・

当第１四半期　　自 平成 17 年 4 月 1 日　　至 平成 17 年 6 月 30 日

セキュリティ

サービス事業

メディカル

サービス事業
保険事業

地理情報

サービス事業 又は全社
連　　結

　　売　　　上　　　高

その他の事業
計

124,214

－

連　　結

4,341

19,052(   3,571)

124,214

(2) 911

96,504 7,599 7,533 11,936

2,045 669 19

セキュリティ

サービス事業

－

7,221

90,143

105,162

6,361

(     128)

25,293 377

124,214

6,996 17,095 120,597 －

12,176 105,291

(   3,700)

4,3216,864

103,222

前連結会計年度　　　自 平成 16 年 4 月 1 日　　至 平成 17 年 3 月 31 日

前第１四半期　　自 平成 16 年 4 月 1 日　　至 平成 16 年 6 月 30 日

120,597

6,414 7,853 17,731 123,750 (    3,153) 120,597

(   13,893) 83,043

(2)

計 384,435

　　営　 業 　費 　用 289,650

6,836 215 3,134

　　営業利益又は営業損失(△) 96,937

23,028 186

サービス事業 サービス事業 その他の事業

セキュリティ

377,598 25,418

　　売　　　上　　　高

　売上高及び営業損益
　　売　　　上　　　高

　売上高及び営業損益

　　営業利益又は営業損失(△)

計

　　営　 業 　費 　用

　売上高及び営業損益

(2)

　　営業利益又は営業損失(△)

情報通信・

その他の事業

636 3,153

3,700

127,915

(    3,153)

－

(   3,700)

消　　去

(注)１．各事業の主なサービス 
   (1) セキュリティサービス事業に含まれるもの 
      セントラライズドシステム、常駐警備、ローカルシステム、現金護送、安全商品の販売 等 
   (2) メディカルサービス事業に含まれるもの 
      在宅医療サービス、遠隔画像診断支援サービス、医療機器・器材の販売、医療機関向け不動産の賃貸 等 
   (3) 保険事業に含まれるもの 
      損害保険業、保険会社代理店業務 等 
   (4) 地理情報サービス事業に含まれるもの 
      航空測量及び地理情報システムの開発・販売 
   (5) 情報通信・その他の事業に含まれるもの 
      ネットワークサービス、データベースサービス、サイバーセキュリティサービス、ソフトウェアの開発・販売、 
      不動産の開発・販売、不動産の賃貸、ホテル経営 等 
 
２．事業区分の方法の変更 
事業区分については、従来、「セキュリティサービス事業」、「メディカルサービス事業」、「保険事業」、「情報・通信・その他
の事業」の４区分としておりましたが、「情報・通信・その他の事業」の区分に属しておりました「地理情報サービス事業」
について、事業の重要性が増してきたことから、事業活動をより的確に開示し、セグメント情報の有用性を高めるために独立
区分して表示することにいたしました。また、「情報・通信・その他の事業」については「情報通信・その他の事業」に名称
を変更しております。 
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